
PlanetCross(CONNEQT)利用規約 

本サービスのお申込みの前に、必ず本規約の内容を確認してください。 

第 1条（総則) 

1. PlanetCross 利用規約（以下、「本規約」といいます。）は、PlanetwayJapan 株式会社が提

供するソフトウェアである PlanetCross、及びそこに付帯されるサービスである

PlanetCross Engine、ユーザーサポートの利用に対して適用される。 

2. 本規約は、本ソフトウェア及びサービスの利用に関する条件及び当社と利用者との間の権利

義務関係を定めることを目的とする。 

3. 利用者は、本ソフトウェア及びサービスの利用にあたり、本規約を遵守するものとする。 

 

第 2条（定義)  

 本規約において使用する以下の用語は、以下に定める意味を有する。 

 ①「当社」とは Planetway Japan 株式会社をいう。 

 ② 「利用者」とは当社と本利用契約を締結し本ソフトウェア及びサービスを利用する者をい

う。  

 ③ 「本ソフトウェア」とは、当社が提供する以下の製品の総称をいう。  

   (1) 自律分散型データ連携 PaaS「PlanetCross」 

④ 「Security Server」とは、PlanetCross の主要コンポーネントの一つで、インターネット

上で安全にデータを通信するためのソフトウェアをいう。 

 ⑤ 「本利用契約」とは、本規約に従い当社と利用者との間で締結される本ソフトウェアの利

用に関する契約をいう。 PlanetCross Engine およびユーザーサポートのサービス利用を含む。 

 ⑥ 「認証局（C A）」とは、電子証明書の生成、発行、失効、及び管理をする組織をいう。 

 ⑦ 「S L O」とは、Service・Level・Objective の略でどの程度の(Level)サービス提供

(Service)を目標値として設定するか(Objective)というサービスの目標値についての取り決めと

して本サイト（後報）上で定義するものをいう。 

 ⑧ 「知的財産権」とは、全世界における、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権

（翻訳・翻案権及び二次的著作物の利用に関する原著者の権利を含む。）その他一切の知的財産

権、及びそれらを登録、更新又は延長等の手続を行う権利をいう。 

 ⑨ 「反社会的勢力」とは、暴力団、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標ぼうゴロ、政治活

動標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他の反社会的活動を行う団体又はその構成員をいう 

 ⑩ 「法令等」とは、法律、政令、通達、規則、条例、裁判所の判決、決定、命令又は強制力

のある行政処分、ガイドラインその他の規制の総称をいう。 

 ⑪ 「本サイト」とは当社の Web サイト（https://planetway.com/）をいう。 

 ⑫ 「秘密情報」とは本ソフトウェア又は本規約に関連して当社が秘密と指定して利用者に開



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

             

示した一切の情報をいう。但し、以下の情報は秘密情報に含まれない。 

(1) 開示等を受ける以前から、既に公知であった情報 

(2) 開示等を受けた後、自己の責に帰すべき事由によらずに公知となった情報 

(3) 開示等を受ける以前より、既に秘密情報として取り扱う義務なくして保有していた情報 

(4) 正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく開示等された情報 

 

第 3条（利用契約の締結等） 

1. 本利用契約は利用者が当社所定の申込みを当社に提出し、当社がこれに対し承諾の通知を発

信したときに成立するものとする。なお、利用者は、本規約の内容を承諾の上、申込みを行

うものとし、利用者が申込みを行った時点で、当社は、利用者が本規約の内容を承諾してい

るものとみなす。 

2. 当社は、利用者が次の各号のいずれかに該当すると判断した場合には、利用契約を締結しな

いことがあるものとする。 

① 利用者が虚偽の事実を申告したとき 

② 本サービスの提供が技術上困難なとき 

③ 利用者が過去に当社との契約に違反したことがあるとき 

④ 当社の業務の遂行に支障があるとき、その他当社が不適当と判断したとき 

 

第 4条 (遵守事項及び禁止事項)  

1. 利用者は、本ソフトウェアのインストールのために必要な範囲を超えて本ソフトウェアのコ

ピーを作成してはならない。  

2. 利用者は、本ソフトウェア若しくは本ソフトウェアに関する権利の一部又はすべてを、有

償・無償を問わず、譲渡し、再販し、貸与し、担保に供し、又は第三者に使用させてはなら

ない。 

3. 利用者は、本ソフトウェアに関し、リバースエンジニアリング・逆アセンブル・逆コンパイ

ル等のソースコード解析作業を行ってはならない。また、当社の書面による事前の許可な

く、本ソフトウェアの改変、翻案、加工等の変更や本ソフトウェアを基にして派生物を作成

してはならない。 

4. 利用者は、本ソフトウェアの類似品を自ら開発し、若しくは第三者をして開発せしめ、又は

製造し、販売してはならない。利用者がこれらの行為を行った場合、当社はこれらの行為の

差止めを利用者に対して請求することができ、かつ、当社が被った損害の賠償を請求するこ

とができる。 

5. 利用者は、本ソフトウェアが提供する機能について、使用権を持たない者に使用させること

及び使用可能とする仕組みを提供してはならない。また、本ソフトウェアの技術的な制約・



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

             

エディションによる機能制限の回避を可能としてはならない。使用が判明した場合、利用者

は、最高単価で計算された使用した人数分の本ソフトウェアの対価を支払う義務を負う。 

6. 利用者は、使用権を持たない者が利用可能な、当社が提供するソフトウェアを使用する以外

の方法で本ソフトウェアのデータを参照・編集するための仕組みを、製造・構築すること、

及び使用権を持たない者が、当社が提供するソフトウェアを使用する以外の方法で、本ソフ

トウェアのデータを参照・編集してはならない。 

7. 利用者は、第三者に本規約に定める禁止事項をさせてはならない。また、利用者は、第三者

が本規約に定める禁止事項を行うことを唆し又は容易ならしめてはならない。 

8. 利用者は、事由の如何を問わず、本利用契約が終了した場合及び解除された場合には、保有

する全ての本ソフトウェアをコンピューター上の記憶媒体から完全に消去し、ドキュメント

類の全てとその複製物を破棄する。 

9. 利用者は、本ソフトウェア利用の目的で Security Server を設置する際は、当該 Security 

Server毎に固有のグローバル IP アドレスまたはグローバル IP アドレスを持つホスト名を取

得するものとする。 

 

第５条（サービスプラン） 

 本利用契約では以下に示す種類の Security Server を提供する。 

 ① Standard Security Server：Planetway Japan 株式会社 が指定したプライベート認証局を

利用。SLO 対象外。 

 ② Premium Security Server：Planetway Japan 株式会社が指定した第三者機関が運営する認

証局を利用。SLO 対象。 

 

第 6条 (知的財産権)  

1. 本ソフトウェアにかかる一切の知的財産権は、利用者が従前から保有する当該権利を除き、

当社又は当該権利を有する第三者に帰属する。 

2. 利用者は、前項の知的財産権その他本ソフトウェアに関する一切の権利を侵害する行為をし

てはならない。 

 

第 7条 (本ソフトウェアの変更等)  

1. 当社は、当社の裁量により、いつでも、本ソフトウェアの内容の全部又は一部を変更、修正

又は追加する権利を留保する。 

2. 当社は、以下のいずれかの事由が生じた場合には、本ソフトウェアの全部又は一部の提供を

一時的に停止又は中断することができる。なお、この場合、当社は、利用者に対し、その旨

を通知しなければならない。 



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

             

① 本ソフトウェアに関わるハードウェア、通信機器その他関連する機器若しくはシステム

の点検又は保守作業を定期に又は緊急に行う場合 

② コンピューター若しくは通信回線等の障害、誤操作、過度なアクセスの集中、不正アク

セス、ハッキング、その他予期せぬ要因により本ソフトウェ アの提供が困難となった場合 

③ 本ソフトウェアに関するセキュリティ上の問題が生じた場合 

④ 天災地変、戦争、戦争のおそれ、封鎖、通商停止、革命、暴動、伝染病若しくはその他

の疫病、物資若しくは施設の破壊若しくは損傷、火災、台 風、地震、洪水、その他当社の

支配を超える事由(以下「不可抗力」という) 

⑤ 法令等又はこれらに基づく措置により本ソフトウェアの提供が困難となった場合 

⑥ その他前各号に準じる理由により当社が必要と判断した場合  

 

第 8条 (利用停止等及び解除) 

1. 利用者が以下の各号のいずれかの事由に該当すると当社が判断した場合、当社は、事前に通

知することなく、当該利用者による本ソフトウェアの利用を一時的に停止若しくは制限し、

又は当該利用者が本ソフトウェアに関して提供した情報の全部若しくは一部を削除すること

ができるものとする。 

① 本規約のいずれかの条項に違反した場合 

② 利用料金その他本利用契約に基づく支払いを期日に行わず、当社の催促から 7日以内に

支払遅延を解消しない場合 

③ 本ソフトウェアに関する不正な支払いが判明した場合  

④ 前各号に準ずる事態が生じたと当社が判断した場合  

2. 当社又は利用者が以下の各号のいずれかの事由に該当する場合、相手方に通知の上、直ちに

本利用契約を解除することができる。 

① 前項各号のいずれかに該当した場合 

② 権利義務の譲渡禁止義務に違反した場合  

③ 支払停止若しくは支払不能となった場合 

④ 破産、民事再生、会社更生、特別清算、又はこれらに類する手続の開始の申立てがあっ

た場合  

⑤ 解散又は清算の手続開始が決議又は決定された場合  

 

第 9条（反社会的勢力の排除） 

1. 利用者及び当社は、相手方が反社会的勢力に該当し、又は、反社会的勢力と以下の各号の一

にでも該当する関係を有することが判明した場合には、何らの催告を要せず、本利用契約を

解除することができるものとする。 



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

             

① 反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき 

② 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき 

③ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

ってするなど、不正に反社会的勢力を利用したと認められるとき 

④ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認

められるとき 

⑤ その他、役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難さ

れるべき関係を有しているとき 

2. 利用者及び当社は、相手方が自ら又は第三者を利用して以下の各号の一にでも該当する行為

をした場合には、何らの催告を要せず、本利用契約を解除することができるものとする 

① 暴力的な要求行為 

② 法的な責任を超えた不当な要求行為 

③ 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

④ 風説を流布し、偽計又は威力を用いて相手方の信用を棄損し、又は相手方の業務を妨害

する行為 

⑤ その他前各号に準ずる行為 

 

第 10条 (損害賠償等) 

1. 債務不履行、不法行為等の構成の如何を問わず、当社が本利用契約に関して故意又は重過失

により利用者に損害を与えた場合、当社は、利用者が直接かつ現実に被った損害に限り、賠

償を行うものとする。 

2. 前項の定めに関わらず、本利用契約に関して当社が利用者に対して負う責任は、債務不履

行、不法行為等の構成の如何を問わず、当該請求原因の発生時の直近 12ヶ月において当社

が当該利用者から実際に受領した本ソフトウェアの利用料を上限とする。 

3. 債務不履行、不法行為等の構成の如何を問わず、当社が本ソフトウェアの利用者への提供が

困難になった場合、かかる利用が不可能となった当該月の利用料の支払いは行わないものと

する。なお、この場合において、利用者が当社に対して既に支払いを行っていたとき、当社

は、利用者に対し、当該利用不可能月のライセンス利用料を返還する。 

  

第 11 条 (非保証)  

1. 当社は、当社が別途明示的に表明する場合を除き、本ソフトウェアに関し、特定目的への適

合性、機能性、商品性、有用性、互換性、完全性、正確性、連続性、信頼性、実用性、可用

性、アクセシビリティ、適法性、並びに、セキュリティ上の欠陥、エラー、バグ、ウイル

ス、その他の欠陥の不存在について、保証するものではない。 



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

             

2. 当社は、本ソフトウェアと連携する利用者又は第三者のソフトウェア、サービス、情報、個

人情報の管理等について一切の責任を負わない。 

 

第 12 条 (秘密保持)  

1. 利用者は、秘密情報を厳に秘密として保持し、当社の事前の書面による承諾なく第三者に開

示してはならない。  

2. 利用者は、秘密情報を本ソフトウェアの利用の目的でのみ利用する。  

 

第 13 条 (個人情報)  

 当社は、利用者の個人情報を取得する場合、法令及び本サイト内のプライバシーポリシーに従

い、当該個人情報を適切に取り扱う。 

 

第 14条 (規定の可分性)  

 本利用契約のいずれかの条項又はその一部が、法令等により無効と判断された場合でも、本利

用契約の残りの条項又は部分は、継続して完全に有効なものとして存続する。 

 

第 15条 (準拠法及び裁判管轄)  

1. 本利用契約は日本法に準拠し、かつ、これに従って解釈される。「動産の国際的売買契約に

関する国際連合条約」は本利用契約には適用されない。 

2. 本利用契約又は本ソフトウェアの利用に起因又は関連する一切の紛争については、東京地方

裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。  

 

第 16条（監査権） 

1. 当社は、利用者に対し、利用者が本利用契約の条件に従って本ソフトウェアを適正に管理・

使用されているか否かを監査する権限を有するものとし、必要に応じて当社は、監査に必要

な書類もしくはその写の提出、その他の必要な措置を、利用者に対して求めることができ、

利用者はこれに協力する義務があるものとする。 

2. 監査の結果、本ソフトウェアの使用に関し、利用者に違反行為がある場合には、当該違反行

為の態様、期間、その他諸般の事情を勘案の上、当社は利用者に対し、違反行為の是正、契

約の解除、又は損害賠償の何れかの措置、あるいは全ての措置を求めることができるものと

する。 

 

第 17条 (誠実協議)  

 本規約又は本利用契約に関して疑義が生じた場合、両当事者が誠実に協議するものとする。  



                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

             

 

第 18条 (規約の変更) 

1. 当社は、本規約の全部又は一部を任意に改定できるものとする。 

2. 本サイト上又は電子メール等の手段で本規約の改定を告知した後、1ヶ月を経た時点又は利

用者が本ソフトウェアを使用した時点のいずれか早い時点において、利用者は当該改定を承

諾したものとみなす。なお、本規約に基づき既に発生している権利義務は当該改訂による影

響を受けない。 

 

 

２０２１年３月２３日 制定 

２０２２年４月１日改定 


